
2025年7月15日
メディフォン株式会社

厚生労働省委託事業
「外国人患者受入れ医療機関支援事業」について

～外国人患者を安心して受け入れるための体制整備と支援事業の活用～
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本日の内容
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1. 在留・訪日外国人の増加と外国人患者受入れの現状について

2. 外国人患者受入れ体制における課題について

3. 本事業で提供するサービスの概要について



在留外国人・訪日外国人の急増 ～外国人患者受入れのニーズ～
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在留外国人の数は年々増加し続け過去最多を更新、地域社会において外国人住民の存在が日常的なものになりつつあります

前年比 +10.5％

出典：出入国在留管理庁「令和６年末現在における在留外国人数について」より



8,358,105

10,363,904

13,413,467

19,737,409

24,039,700

28,691,073

31,191,856

31,882,049

4,115,828

245,862

3,832,110

25,066,350

36,870,148

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

訪日外客数の推移

在留外国人・訪日外国人の急増 ～外国人患者受入れのニーズ～
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新型コロナウイルスの影響で一時減少していた訪日外国人旅行者も、2023年以降は急速に回復し、今後も増加が見込まれます

+15.6％（2019年対比）

出典：日本政府観光局（JNTO）「日本の観光統計データ」より



外国人患者受入れの体制整備の必要性
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 対応は特定地域の問題ではない
外国人患者への対応は「一部の大都市」や「観光地周辺」だけの
課題ではなく、全国各地の地域医療機関にとっての喫緊の課題と
なっている

 安心して医療を受けられる体制づくりが重要
外国人患者が安心して医療機関を受診することができ、かつ、医
療機関も安心して外国人患者の診察ができる体制整備が重要で
ある

 トラブルの未然防止には体制整備が大切
言語や制度の違いといった障壁を解消し、トラブルを未然に防ぐた
めには、医療機関においても受け入れ体制の整備が大切である

 各医療機関の実情に応じた取り組みが大切
各医療機関の実情に応じて、外国人住民や訪日外国人を含む多
様な患者に対応できる体制を構築することが大切である

出典：厚生労働省「医療機関における外国人患者の 受入に係る実態調査 結果報告書（令和6年3月）」より

厚生労働省が実施した
「令和５年度医療機関における外国人患者の受入に係る実態調査」によると

⚫ 自院における外国人患者の受診状況
→「把握していない」が4割弱（37.1%）

⚫ 外国人患者の受入れ体制の現状把握および課題抽出
→「実施していない」が9割弱（ 88.2％）

⚫ 自院における「外国人患者受入れ体制整備方針」
→「整備していない」が 9割弱（87.6％）

⚫ 外国人対応マニュアルの整備状況
→「整備していない」が9割弱（86.4％）

様々な地域で在留外国人・訪日外国人が増加すると見込まれるため、外国人患者の受入体制を整備する必要があります



外国人患者受入れ体制における課題
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これまで外国人患者の受入れ経験が少ない医療機関では、対応方法や注意点に関するノウハウが十分に共有されず、院内の体制
整備が進みにくい状況にあり、現場に不安や戸惑いが生じている現状が課題として挙げられます

＜ワンストップ相談窓口に寄せられた相談内容の例（一部）＞

事前に準備・把握しておくことで、現場の不安を軽減し、トラブルやリスクを最小限にすることができることも

医療費等の支払いに
関する問題

• 在留資格を失効し保険証もない外
国人患者の支払い能力への不安
や、数百万円単位の医療費が想
定される場合の対応について相
談したい

• 短期滞在資格で入国し、海外旅行
保険にも未加入の患者の医療費
負担が懸念される場合に、地域の
補填事業の有無や、家族など関
係者による支払い支援について

コミュニケーション・言語対応
に関する問題

• 患者の親が旅程を優先し治療を
拒否する場合の説得や、治療拒
否に関する同意書の対応につい
て

• 患者や付き添い者の日本語が流
暢でない場合の、自院の通訳体
制の確保や、多言語翻訳ツール、
言語確認シートの利用について

身元保証人の確保
に関する問題

• 重傷を負って手術が必要な外国
人留学生に対し日本語のできる保
証人を求めたが、国内に身寄りが
なく、他に手立てがない

• 公的医療保険未加入の患者の入
院に際し、雇用主が連帯保証人に
なる意思がない場合や、日本にい
る患者の身内が断った場合に、連
帯保証人なしで受け入れるべきか
という相談

在留資格に関する問題

• 在留資格を有しない可能性がある
患者の本人確認のため、医療機
関が在留カードの提示を求めてよ
いか、また在留資格を有しない場
合の通報義務の有無について

• 技能実習先を辞め在留資格が失
効している患者への対応や、在留
カードの有無、有効性の確認方法
について知りたい



本事業で提供するサービスについて
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本事業では、地域全体で外国人患者を受け入れる環境整備への支援を目的として、以下のサービスを提供しています

（医療機関関係者・地方公共団体向け）

外国人患者の受入れ対応に関する相談支援
（医療機関向け）

外国人患者とのコミュニケーション支援



「夜間・休日ワンストップ窓口」について（概要）
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窓口の趣旨

外国人患者への対応に関してお困りごとが発生した際に、
医療機関関係者および地方公共団体等に対し、

助言や情報提供を行っています。

利用に関する留意事項

• 平日日中帯の相談は各都道府県により対応が異なる

• 利用料はかからない（無料） ※通話料のみ発信者負担

• 個人からの相談は受付対象外

• 各自治体へ事例の情報提供

利用方法

窓口開設期間 2025年4月1日 から 2026年3月31日 まで

利用対象 全国の医療機関関係者、地方公共団体等 ※利用登録不要

提供内容 外国人患者の受入れ対応等にかかる相談への助言、情報提供

相談受付時間

平日 17 時から翌朝 9 時まで
土・日・祝日および年末年始 24 時間受付
※上記以外の日中帯の相談については、各都道府県により対応が
異なりますので、各都道府県のホームページをご確認ください。

電話番号 050-1725-1800

利用方法

上記の専用電話番号におかけいただいたのち、
コールセンターのオペレーターに以下の情報ををお伝えください。
都道府県名、医療機関名（またはその他機関名）、所属部署、相談
者のお名前、相談内容

夜間・休日ワンストップ窓口サービス

厚生労働省委託事業

電話またはメール※による相談

電話またはメール※による
助言・情報提供

※地方公共団体からのご相談は、24時間メールにて受付しております。
問合せ先：onestop.soudan.mhlw@mediphone.jp

mailto:onestop.soudan.mhlw@mediphone.jp
mailto:onestop.soudan.mhlw@mediphone.jp
mailto:onestop.soudan.mhlw@mediphone.jp
mailto:onestop.soudan.mhlw@mediphone.jp
mailto:onestop.soudan.mhlw@mediphone.jp
mailto:onestop.soudan.mhlw@mediphone.jp
mailto:onestop.soudan.mhlw@mediphone.jp


「夜間・休日ワンストップ窓口」の相談内容例
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外国人患者の受入れ体制に関する助言

• 外国人患者の来院時に把握すべき情報の案内
• 外国人患者受入れのための体制やフロー、用意する書類などの案内
• 外国人患者受入れ可能な医療機関の案内
• 言語サポート・通訳サービスの案内

未収金防止対策

• 医療費の未収金防止対策
• 来院時に確認すべき情報
• 諸保険に加入している場合の患者および医療機関で必要となる手続き
• 窓口で支払いに問題が生じた際の対応策

他機関に関する情報提供
• 在留資格、ビザ、国民健康保険、社会保険等に関する情報提供
• 院外の大使館等の公的機関や航空会社等の事業者の案内と諸手続きについての情報提供

重篤な案件発生の対応に関する情報提供
• 転院や帰国医療搬送が必要になった際の、患者および医療機関で発生する手続き
• 外国人患者が亡くなられた際のご遺体搬送や手続き

受け付けた相談内容については、都道府県が設置する相談窓口との連携を目的に、相談を行った機関名及びその相談の概要を、所在地の都道府
県に共有することがあります。
なお、相談内容に患者の個人情報が含まれる場合は、当該情報を伏せた上で共有いたします。



「希少言語に対応した遠隔通訳サービス」について（概要）
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提供期間 2025年4月1日 から 2026年3月31日 まで

利用対象 全国の医療機関 ※サービスの利用には事前登録が必要です

提供内容

電話による遠隔通訳サービス （二地点・三地点による三者間通話）

＜利用例＞

・医療機関に来院した外国人患者との会話（二地点）
・医療機関⇔外国人患者との電話連絡時における会話（三地点）

提供時間 24時間

提供言語
タイ語、マレー語、インドネシア語、タミル語、ベトナム語、フランス語、ヒン
ディー語、イタリア語、ロシア語、ネパール語、アラビア語、タガログ語、ク
メール語、ドイツ語、ミャンマー語、ベンガル語、モンゴル語、ウクライナ語

利用料金
最初の10分：1,500円、以降5分ごと：500円

※ウクライナ語の利用料は無料 通話料は利用者負担

希少言語に対応した電話通訳サービス

厚生労働省委託事業
サービスの趣旨

外国人患者を受け入れる医療機関に対し、民間
サービスが少なく通訳者の確保が困難な希少言語
に対応した遠隔通訳サービスを提供しています。

利用に関する留意事項

• 事前の利用登録が必要（初回のみ）

• 通訳利用料および通話料は利用者にて負担

• 通訳費用は実際の利用時間に応じて月末締め
翌月末払いで請求書を発行

利用登録について

利用登録申込書を記入の上、事務局までメールに
て提出ください。事務局にて利用登録完了後、
メールにて利用ガイドと言語確認用の指差しシート
をお送りします。



「希少言語に対応した遠隔通訳サービス」の利用方法等
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利用は次の3パターン （左：①外国人患者が来院した時｜中：②外国人患者から電話がかかってきた時※｜右：③外国人患者に電話をかけたい時）

※

①

② ③



ご清聴ありがとうございました。 12

厚生労働省HPのご案内

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/newpage_00015.htmlhttps://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/newpage_00020.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/newpage_00015.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/newpage_00020.html
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